






化学物質を徹底管理し、リスクを未然に防ぐ。 
詳細な把握とチェックを続けていきます。 

汚染予防／ 
環境リスク管理 
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化学物質管理 
　当社と国内関係会社は、法規制を受ける化学物質を「禁止

物質」、「全廃物質」、「管理物質」のランクに分け管理してい

ます。新たな化学物質を使用する際には、使用部門で化学

物質安全データシート（ＭＳＤＳ）を入手し、管理ランクと安全

環境対策を確認した上で物質の登録を行うことにより、禁止

物質や全廃済みの物質の使用を防止するとともに、化学物質

の使用に伴う環境リスクを管理しています。　 

　2007年度は住友電工大阪地区48件、伊丹地区12件、横浜

地区18件の計78件の登録票が提出され、うち大阪15件、横浜

地区6件の計21件が新たに「管理物質」に登録、管理されて

います。 

■ 住友電工グループの化学物質管理ランク 

全廃 

禁止 

管理 

93

24

433

ランク 内容 物質群 適用法規 

製品、製造工程で使用を 
禁止する化学物質 

期限を定めて使用を 
廃止する化学物質 

使用削減に努める化学物質 

化審法(注１)、労安法（注2）、大防法（注3） 

欧州指令、オゾン層保護法（注4） 

ＰＲＴＲ法（注5）、地球温暖化対策法（注6） 

（注1）化学物質の審査および製造などの規制に関する法律 
（注2）労働安全衛生法 
（注3）大気汚染防止法　 
（注4）特定物質の規制などによるオゾン層保護に関する法律　 
（注5）特定化学物質の環境への排出量の把握および管理の改善の促進に関する法律 
（注6）地球温暖化対策の推進に関する法律 

電子部品用リード線 光データリンク 

製品含有化学物質管理（REACH対応） 
　住友電工グループではREACH規則が要求する事項を満たす

ために製品含有化学物質管理委員会（注）を設置して本規則に対応

できる管理体制の構築に取り組んでまいりました。本委員会は

2007年度には3回開催し、重要な調査、作業、決定を行い

来たるべき予備登録に向けて準備を整えました。 

　住友電工グループが扱う製品の中で“意図的放出を伴う

成形品”はほとんどないため、予備登録には主に住友電工

グループ内各社がEUに“調剤”として輸出する製品が対象と

なります。予備登録完了後は、引き続き登録までを確実に行い

EUへの輸出が途切れることがないようメーカーとしての供給

責任義務を果たすべく取り組んでいく所存です。また、今後

明らかになってくる予定の高懸念物質（EUが指定する有害物質）

の情報を確実にお客様に伝える事ができるよう管理体制を

強化してまいります。 

第2回 

第１回 

第3回 

2007年11月 

2007年7月 

2008年3月 

委員会 課題 開催月 

REACH規則への対応 

予備登録が必要な物質の特定と 
サプライチェーン調査（国内外） 

予備登録に向けての準備確認と化学物質の 
情報伝達への対応 

（注）REACH規則、RoHS指令等国内外の規制強化に対応するため、各事業部門におけ
　　る製品に含有される化学物質管理体制強化を支援し、もって住友電工グループの
　　管理体制強化を図り、法令違反や不具合を未然に防止することを目的とする。
　　（環境経営推進体制（25頁）参照） 

有害重金属の使用量削減 
　住友電工グループは、EUのRoHS指令やELV指令で規制対象物質となっている有害重金属類、六価クロムや鉛とその化合物の使用

削減に取り組んでいます。六価クロムは、使用のほとんどを占めるディスクブレーキの防錆用途について三価クロムへの代替が進み、

目標の2004年度比40％削減に対し51％の削減となりました。電線被覆などの塩化ビニル樹脂（PVC）の安定剤に含まれる鉛は、

鉛フリー安定剤への切り替えの推進により、目標の2004年度比68%削減に対し72%削減となりました。はんだ用鉛は、RoHS対応

のため電子部品用リード線などエレクトロニクス関連製品や光データリンクなどの情報通信関連製品の鉛フリー化が進展し、目標の

2004年度比35％削減に対し58％削減

することができました。今後も、海外事業所

を含めグローバルに有害重金属の使用量

削減に取り組みます。 
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ＰＲＴＲ法指定化学物質の排出・移動量 
　当社と国内関係会社はＰＲＴＲ法（注）に該当する化学物質を当社

で開発したＰＲＴＲシステムで取扱量を月次把握するとともに、排出・

移動量を算出し、誤りのないよう届出部門責任者がチェックの上、

法に基づき年度毎の届出を行っています。2007年度は、当社

横浜製作所と関係会社29社の合計42事業所が届出を行いました。 

　「アクション ＥＣＯ-21（Phase2）」運動でのＶＯＣ排出量

削減の取り組みの中で、排出抑制のためＶＯＣ使用工程の見直

しなどを実施しました。結果、トルエンなどの排出量を削減する

ことができ、グループ合計のPRTR法指定化学物質の排出量は

153t、移動量は202tとなり、それぞれ前年度より、126t（45％）、

34t（14％）削減できました。 

ダイオキシン類及びアスベストへの対応 
　富山住友電工株式会社のアルミニウム合金製造施設と

排ガス洗浄処理施設がダイオキシン類特定施設となっていま

すが、排出基準値以内で問題がないことを確認しています。　 

　現在、住友電工ではアスベストを使用している製品はありません。 

土壌・地下水に関する取り組み 
　2001年8月に汚染状況を公表した主要3製作所（大阪、伊丹、

横浜）を始め、これまでの調査で汚染が確認された国内事業所

では土壌の入れ替え、地下水の揚水浄化、土壌ガスの吸引の

方法を用い、浄化対策を継続して実施しています。また定期的

に地下水モニタリングを実施し、敷地外に汚染が漏洩してい

ないことも確認しています。2004年6月に閉鎖した旧名古屋

製作所につきましては2005年1月より敷地全域で土壌・地下

水の浄化工事を開始し、2006年4月に計画通りの浄化を確

認し、所管自治体への完了報告を行いました。さらに法に

基づく、浄化確認のための2年間の地下水モニタリングを実施

し全てのモニタリングで不検出となり、浄化が維持されている

ことを確認しました。 

排出量 移動量 

■ PRTR法指定化学物質の排出・移動量の推移 

0

100

2001 2002 2003 2004 （年度） 

排出・移動量（t） 

300

500

200

400

800

700

600

679

324
408

286

429
350

263
308

2005

294325

2006

236
279

2007

202
153

大気 排出量計 埋立 土壌 水域 
排出量 移動量 

物質名 

ダイオキシン類 

合計 

13.502.50 0.00 0.00 0.00 2.50

移動量計 廃棄 下水 
0.00 11.00 11.00

（単位：mg-TEQ） 

■PRTR法指定化学物質の排出・移動量 

大気 排出量計 埋立 土壌 水域 
排出量 移動量 

物質名 合計 

61.3

移動量計 廃棄 下水 

35.3

18.2

22.1

35.2

28.1

33.7

29.1

28.7

19.7

42.8

合計 354.3

（単位：t） 

150.3 152.82.5 0.0 0.0

50.3 0.0 0.0 11.0

0.0 0.1 0.0 35.2

8.9 0.0 0.0 9.3

11.1 0.0 0.0 11.0

26.0 0.0 0.0 9.2

0.0 0.1 0.0 28.1

13.8 0.0 0.0 19.9

26.0 0.0 0.0 3.1

0.0 0.0 0.0 28.7

0.0 0.0 0.0 19.7

14.2 2.3 0.0 26.0

11.0

35.2

9.3

11.0

9.2

28.1

19.9

3.1

28.7

19.7

26.3

50.3

0.1

8.9

11.1

26.0

0.1

13.8

26.0

0.0

0.0

16.5

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.3

0.3 201.2

トルエン 
銅水溶性塩 

フェノール 

キシレン 

エチレングリコール 
クレゾール 

トリクロロエチレン 

ニッケル化合物 
亜鉛の水溶性化合物 

鉛及びその化合物 

その他28物質 
201.5

集計範囲：住友電気工業株式会社＋国内関係会社のうちPRTR届出対象会社です。 

（注）特定化学物質の環境への排出量の把握および管理の改善の促進に関する法律 



モノづくりの技術力を 
環境にいいモノづくりへ結実させます。 

環境配慮 
製品 
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ライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ：Ｌｉｆｅ Ｃｙｃｌｅ Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ） 
　製品・サービスのライフサイクル（資源採掘～製品製造～製品廃棄）において、インプット（資源、エネルギー等）、アウトプット（環境

負荷物質等）及びそれらによる自然界への環境影響を定量的に評価する手法にライフサイクルアセスメントがあります。ライフサイクル

アセスメントを製品と製造工程の環境負荷低減に活用することが重要と考え、住友電工グループへの普及を進めた結果、2007年度迄

の実施累計品目数は33品目と順調に増加しました。今後もＬＣＡの普及を進め、製品の環境配慮の促進に努めます。製品に関わる

地球温暖化への影響（ＣＯ2換算排出量）をプロセス別に評価した最近の実施事例1品目を下記に掲載しました。 

製品アセスメント 
　新製品の開発・企画・設計及び既存製品の大幅な設計変更を

行う際、製品アセスメントを実施しています。 

　製品及び容器・包装をライフサイクル（原料等製造～製品

製造～製品廃棄）における環境配慮性を定性的に評価し、開発・

企画・設計へフィードバックすることで、安心して使っていただ

ける製品をお客様へ提供しています。 

巻　線  （住友電工ウインテック株式会社） 

　巻線（マグネットワイヤー）とは、電磁気変換のために

欠かせない電線であり、モーターやトランス等各種電気、

電子機器の主要材料として幅広く使用されています。分か

り易く言えば、私たちが電磁石を作るときに使うエナメル

線であり、導体（銅線）に有機絶縁材料であるワニスを多層

焼き付けて作られます。住友電工ウインテック株式会社では、

直径3.2ｍｍという重電機用の太線から、0.04ｍｍという

毛髪の2分の1の極細線までフルラインナップで製造・販売

しています。今回ＬＣＡを使って、巻線の地球温暖化への

影響（ＣＯ2換算排出量比率）を調べてみましたところ、

右図の結果となり、プロセス別の影響を把握することができ

ました。この結果も含め、今後とも環境に配慮した製品の

製造・販売に努力いたします。 

取引先 
住友電工ウインテック 

株式会社 
取引先 お客様 

原料等製造・輸送 
59％ 
 

製品製造 
39％ 
 

製品輸送 
2％ 
 

製品使用 
0％ 
 

■ プロセスおよびCO2換算排出量比率 

自動車用駆動モーター 

巻線 

製品本体の評価項目 

●資源の節約　　●有害物質の使用抑制　●長寿命化 
●再利用容易性　●リサイクル容易性　　●解体容易性 
●生産時の環境負荷低減　●使用時の環境負荷低減 
●廃棄処分時の環境負荷低減 

容器・包装の評価項目 

●資源の節約　　　　●有害物質の使用抑制 
●リサイクル容易性　　●廃棄処分時の環境負荷低減 
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エコ製品（エコシンボル制度） 
　製品アセスメントを実施し住友電工独自の審査基準（資源使用の削減等13項目）であるエコシンボル制度に

沿って審査し合格した製品を、環境面で特に優れた製品「エコ製品」として認定しています。この制度から、環境に

配慮した製品開発の促進を図るとともに、市場へ環境情報を提供しています。2007年度迄の認定累計品目数

は30品目、エコ製品全体の2007年度売上高は202億円、同種製品中の売上高比率は22％となりました。 
エコシンボルマーク 
（1999年9月制定） 

■ エコシンボル制度の審査項目 
①有害化学物質の使用抑制 ②リサイクル材料の使用比率改善 ③資源使用の削減 ④回収エネルギーの使用 ⑤廃棄物の削減 
⑥エネルギー効率、エネルギー管理、省エネルギー ⑦水使用の効率、水管理、水資源の節約 ⑧長寿命製品  

⑨再利用可能、詰め替え可能 ⑩リサイクル可能 ⑪解体可能な設計 ⑫分解可能、生分解可能、光分解可能 ⑬堆肥化可能 

金属製の従来品（上）から、 
プラスチック主体の 
EZbranch-er＋（下）へ。 

　切削工具の製造販売を行う住友電工ハードメタル

株式会社では、2007年に認定開始した超硬工具協会

の環境認定調和製品として、自社製品5品目の認定を

受け、引き続き住友電工グループのエコ製品としても

認定を受けました。 

　この認定5品目のうち、今回は小径ボールエンドミル

「スミボロン○R　モールド　フィニッシュ　マスター」を取り上

げます。本製品は、従来の超硬コーティング品と比べ以下

のような特徴があります。 

●短時間で切削できることから、省エネにつながります。 

●長寿命であることから、省資源につながります。 

●切削液なしで削れることから、有害物質の使用抑制に
　つながります。 

●安定した加工面品位を保持できることから、仕上げに
　要するエネルギーを大幅に削減することができます。 

このような特徴は、当該製品のエン

ドミルに、新開発の強靭性CBN

焼結体を独自の刃先形状を施して

使用したことに由来しています。 

「スミボロン○R モールド フィニッシュ マスター」 
　光通信事業部で開発した、光ケーブル・テープ心線

「EZbranch○R」の単心分離工具「EZbranch-er＋」

は、材料及び使用資源を大幅に削減したことが評価され、

2008年2月エコ製品に認定されました。 

　ＦＴＴＨ（光ファイバによる高速・大容量のネットワーク

サービス）の布設工事では、各家庭へ光ファイバを引き込

むために4心または8心のテープ心線から単心（1本の光

ファイバ）を取り出す必要があります。

この単心分離を断線の心配なく短

時間で行うことを可能にした画期的

なテープ心線が「ＥＺｂｒａｎｃｈ○R」

であり、この単心分離作業の専用

工具が「ＥＺｂｒａｎｃｈ-ｅｒ＋」です。 

　本製品は、従来品の金属製設計を抜本的に見直し、

プラスチック主体に変更しました。これにより、以下の特

長を実現しました。 

●軽量小型化 

●使用資源（材料・エネルギー）の削減 

●低価格化 

また、ブラシヘッドをプラスチック製

の突起状ヘッドに変えたことで分離

性も向上しました。この工具で数回

こするだけで分離し、架空ケーブル

の中間分岐工事も簡単に行うこと

ができます。 

「EZbranch-er＋」 

　炭素（C）が立方晶（Cubic）に結合したのがダイヤモンド。

元素周期表の炭素（C）の両側に位置する硼素（B）と窒素（N）

を立方晶に結合させたCBNを当社が開発したのは、1970年代

のことです。先人の

優れた技術に時代が

追いついてきてくれ

たようであり、日々、

超硬材料や工具の

開発に携わっている

私たちにとって喜び

もひとしおです。 

担当者より一言 

ダイヤ技術開発部　 
超高圧材料グループ　 
グループ長 

深谷 朋弘 

工具開発部  
工具開発グループ  
グループ長 博士（工学） 

村上 大介 

　一番苦労したのは、ヘッドの形状です。金型を設計する

ために10回もの試作をくり返し、ようやく今の突起状に辿り

着きました。この形状になって分離性が格段に良くなり、数分

かかっていた作業が30秒程度で済む

ようになりました。工具自体を軽く

したことと、分離性のアップによって、

使用者のストレス軽減にも貢献でき

たのではないでしょうか。工具の使い

やすさが当社の光ケーブルの採用に

繋がれば嬉しいですね。 

担当者より一言 

光通信事業部  
技術部  
開発グループ 

佐藤 文昭 

スミボロン○R  
モールド　フィニッシュ　マスター 

■ 仕上げ加工の比較 
逃げ面摩耗量 
（mm） 

0

0.01

0.02

0.03

0.04

10 加工数 
（個） 

2 3 4 5 6

モールド　フィニッシュ　マスター 
超硬コーティング 

120m 240m切削 
距離 

従来のテープ心線 
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国内・海外のお取引先様とともに 
環境に配慮した調達活動を実施しています。 

調達 

　22の事業部門及び関係会社の購買外注責任者で構成する

連携推進室を資材部内に発足させ、住友電工グループ全体への

調達基本方針の徹底を図るとともに、コンプライアンス活動等

の諸施策をグループ全体へ展開しています。 

　地域別には、大阪、伊丹、横浜の各製作所内の事業部門及び

関係会社の購買外注責任者による購買外注分科会を3地区

それぞれで定期開催し、これら活動を推進しています。 

　海外では、国際調達室と傘下の国際調達拠点を中心に地域

単位での連絡会を発足させ、調達基本方針の徹底を図ってい

きます。2007年度は、中国華東地区の関係会社の購買外注

担当者による連絡会を開始しました。 

 

体制 ～ 調達基本方針を隅々まで 
　『頼られる購買担当の育成』、『購買倫理・知識・技能の伝承』

を目的に、実務担当者全員を対象とした「契約・関連法規」、

「安定供給と有利購買」、「査定手法」等の『購買実務・必須13

コンテンツ』に関する教育を開始しました。各コンテンツの部内

エキスパートによる体系的な教育と従来からのＯＪＴ教育とを

組み合わせ、両者の相乗効果による購買スキルの向上を図って

います。 

　今後は、教育対象を国内外の関係会社にも展開し、住友電工

グループ全体で、購買倫理・知識・技能の共有とレベルアップを

図って行く計画です。特に海外に関しては、先ずは成長著しい

中国華東地区関係会社を対象とすべく、現在中国語でのテキ

スト作成を進めております。 

教育 ～ 購買倫理・知識・技能のレベルアップ 

調達基本方針 

お客様の要望に応え優れた製品・サービスを提供する企業活動こそ私どもの社会貢献の原点であることを踏まえ、 
その源となる「創造的かつグローバルに展開する企業活動」を継続的に支える調達活動を推進します。 

1．創造的かつグローバルな企業活動に資する調達活動の推進 

合理的なプロセスと判断に基づく公平・公正かつ開かれた取引により、適正な企業活動を支える調達活動を推進します。 

2．公平・公正な調達活動の推進 

お取引先様にも協力を頂き、関連する法令の遵守はもとより社会的な規範も踏まえた調達活動を推進します。 

3．コンプライアンスに立脚した調達活動の推進 

経営理念の実現には、お取引先様との強固な信頼関係と連携が不可欠であることから、 
私どもの理念に賛同頂けるお取引先様を重視する調達活動を推進します。 

4．お取引先様との相互信頼と連携に基づく調達活動の推進 

地球規模の課題である環境保護に貢献するために、お客様の環境保護に貢献できる製品提供を支え、 
更に環境負荷の小さな企業活動実現を目指した調達活動を推進します。 

5．地球環境に配慮した調達活動の推進 

　住友電工グループでは、「調達はGlorious Excellent Companyの実現の基盤を支える業務」という考えの下、住友事業精神、

住友電工グループ経営理念、住友電工グループ企業行動憲章に則った調達業務を推進してきましたが、こうした基本的な考え方を

グループ内外により明確に示すため、2006年5月に「調達基本方針」を制定しました。当社グループの事業活動を通じた社会貢献

の根幹を支えるため、公平・公正かつ適法な調達活動の徹底、お取引先様との相互理解・協力の推進、またこれらの活動において

地球環境への配慮を怠らないことが調達部門の責務であることを明示しております。また、2006年11月には調達基本方針の

各項目に対する具体的な調達行動指針を制定しております。 

　調達基本方針は主要なお取引先様に配布し、お取引先様の理解と協力をお願いしております。 

基本的な考え方 
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１．グリーン調達ガイドラインの概要 

　グリーン調達活動は2003年度よりスタートし、ＲｏＨＳ／ＥＬＶ指令を始めとする有害規制物質が当社グループ製品に含有されない

ように、原材料取引先様と一体となった活動を進めてまいりました。2007年度は前年度に引き続き、製品に含有される有害物質

の全廃を図るため、　①顧客要求に基づく出荷製品への有害物質の非含有保証　②禁止物質非含有保証品の調達を進めてきました。

またこれを推進するため、法的あるいは社会的要請に対応して「ＳＥＩグリーン調達ガイドライン」の改訂を実施しました。 

　なお、各事業部門毎に製品の種類やお客様の要求が大きく異なるため、各部門でそれぞれの状況に応じたガイドラインの運用を

行っております。2008年度以降も従来の方針を継続して製品に含有される有害物質全廃を推進していきます。また、昨年発効

したREACH規則への対応も進めてまいります。 

2．産業廃棄物削減、リサイクル化 

　調達部門では、産業廃棄物処理から資源再利用のための有価売却への切り替えや、リサイクル化にも

積極的に取り組んでいます。2007年度は、従来は使用後使い捨てとなっていた光コネクタ端面清掃用の

リールクリーナの、超純水洗浄による再生使用を開始する等の成果がありました。 

環境配慮 

《ＳＥＩグリーン調達ガイドラインの概要》 

　①適用範囲 
　　・SEI製品に使用される原材料、部品、半製品、梱包材、ラベル等及び製造工程において使用される補助材料 

　②グリーン調達の必須条件 
　　・環境マネジメントシステムの構築：ISO14001またはこれに準ずる認証の取得 

　　・SEI納入品に関する条件： 
　　　1） RoHS6物質、PCB類、アスベスト類、放射性物質等16物質群の含有禁止 
　　　2） 含有管理物質の含有情報開示 

《グローバル調達関連》 

　①日本語に引き続きＳＥＩグリーン調達ガイドラインの英語版、中国語版を発行し、グローバル調達に対応 

　公平・公正な調達活動の推進や、お取引先様との相互信頼と連携の強化のために、一社指名発注の削減、逆展示会、お取引先様の

経営状況の巡回調査、サプライヤーズミーティング開催等の取り組みを実施してまいりました。 

　2007年度の主な進捗状況は以下の通りです。 

2007年度の主な取り組み 

●一社指名率の削減（設備）  

　これまで主な設備購入案件については、一社指名率が

70％のレベルで推移しておりましたが、より開かれた取引の

拡大を目指し製作能力のある複数のお取引先様が公平に

参画できるよう照会の機会を拡大してきた結果、2007年度

は46％に削減することができました。 

●経営状況調査と巡回面談  

　お取引先様との長期的な信頼関係を維持していく視点から、

主なお取引先様の経営状況の把握に努めてまいりました。

2007年度は570社の経営状況を把握するとともに、54

社を巡回し、経営者の皆さまとの事業運営に向けた意見交換

を通じ、信頼関係のさらなる向上を図りました。 

再生リールクリーナー 
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クレームゼロ・品質不具合ゼロという目標達成に向け、 
品質管理システムを強化しています。 

品質管理 
CS向上 

　住友電工グループは、経営理念の「顧客の要望に応え、最も優れた製品・サービスを提供します」に示されている顧客重視・品質重視

の理念に立脚した「信頼性向上活動」を1975年から全社活動としてスタートし、その時々の状況に対応した重点課題を設定して活動

を推進してまいりました。近年、市場のグローバル化や多様化に伴い品質に対するお客様の要求がますます厳しくなっていることから、

2002年度から『お客様にとってナンバーワン企業をめざそう』をスローガンにQR-1運動を開始しました。2006年度からは、

『絶対ゼロへの挑戦』を合言葉として、クレームゼロ、工程内不具合ゼロを目指したQR-1運動・フェーズⅡに取り組んできました。

2008年度からは、この活動をさらに発展させるべく、QR-1運動・フェーズⅢをスタートしています。お客様のさらなる開発要求の厳格化・

高機能化、開発期間短縮等への要求に対応すべく、現場主体の活動に加え、設計段階での品質の作り込みに取り組んでまいります。 

　ＣＳ（顧客満足）に関しては、顧客との企業間取引が大半である当社グループにとっては、品質そのものを

さらにレベルアップすることがＣＳ向上につながると考え『品質不具合ゼロ』を目標に活動を進めております。 

基本的な考え方 

ゼロ指向の品質保証体制づくりに向けて 

　ゼロ指向の品質保証体制構築を目指し、2004年度下期か

らモデル工場（※1）・モデルライン活動（※2）を実施しています。

2007年度は、顕著な成果が出ている部門の活動内容を横展

開するためのモデル活動交流会、また、クレームゼロ・工程内

不具合ゼロ達成を促進するモデル活動研究会を開催するなど、

品質強化活動を継続してきました。 

モデル工場・モデルライン活動 

組織風土・文化醸成 

　当社グループの従業員の一人ひとりが経営トップの品質に

ついての考え方を理解し、品質に対する意識を高めていくよう

に務めています。そのため、全社品質大会の開催、毎年11月

の品質月間には各地区で幟やポスターを掲示、また、節目節目

に社報や構内放送等を通じて社長メッセージを発信し、品質

意識の向上につなげています。さらに、品質表彰制度を設けて、

他山の石となるような活動を実施した部門や、年間通じて掲示

する品質ポスターや標語を募集し優秀作品には個人表彰も

行い活性化を図っています。 

　絶対ゼロを狙いとする品質管理システムを監査するために、

ISO要求事項に加えて独自に作成した100項目のQA監査

チェックリストを準備し、品質管理部員が現地監査を実施し

不具合事項を指摘する品質監査を実施しています。この監査の

狙いは、クレームゼロ・工程内不具合ゼロ達成に向け、日々の

異常・バラツキを早期に発見し、即座に対応できる現場管理の

仕組みの構築レベルを評価することです。 

全社横断的監査活動 

※1 モデル工場とは工場単位でクレームを基本的にゼロにする活動 
※2 モデル工場の中で重要工程を特に選び、工程内不具合ゼロを目標として展開する活動 
 

第7回全社品質大会　於：伊丹製作所　期日：2007年10月22日 

　当社グループの品質信頼性体質の維持向上を図るため、

「ＱＲ-１全社品質管理委員会」を設置し、社長自ら陣頭に立って

品質強化活動に取り組んでいます。また、お客様の声は、各営業や

サービス部門から逐次品質管理部門にフィードバックされ、設計

や製造部門へのアクションにつながる仕組みを構築しています。 

組織及び体制 

事業本部 

事業部／関係会社 

国内関係会社 海外関係会社 

■ 全社品質管理体制 
委 員 長 ： 社長 
副委員長 ： 品質担当役員 
委　　員 ： 各事業本部長、部門長 
事 務 局 ： 品質管理部 

委 員 長 ： 品質管理部長　 
委　　員 ： 品質管理部兼務者  品質管理部員 
事 務 局 ： 品質管理部 

ＱＲ-１ 推進会議 

QR-1 全社品質管理委員会 

■QR-1運動ロゴマーク 
QR：Quality & Reliability  
　　（品質と信頼性） 
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　品質問題は基本的には各社・各事業部門でクレーム処置対策、

原因究明、そして、再発防止活動を実施していますが、リコール、

ＰＬ等、社会的な影響が大きい品質クレームは重大クレームと

定義し、それ以外のクレームと区分して重点管理しています。 

　重大クレームが発生した場合は、経営トップへの迅速な報告と、

全社の総合力をあげた対応を実施することとしております。

信頼の回復を第一に、発生した不具合への適切かつタイムリー

な処置対策と再発・未然防止の活動を展開しています。 

重要品質問題対応 

　営業部門では営業担当者を対象とした360度調査を2002

年から実施しています。これは、本人と上司、本人が担当する

お客様（3～5社）に対してアンケートを行い、営業力を測定・

診断するものです。診断結果の本人・上司へのフィードバック、

全体の結果を参考にした教育・指導方法の見直しなどを通じて

営業担当者の営業力強化を促し、ＣＳ向上に活かしています。 

営業部門における取り組み 

　全社の品質レベルアップのためには一人ひとりの能力向上が

大切です。当社では、外部機関の教育も活用しながら、教育の

メニューを拡げて当社の品質管理教育体系を構築しています。

現在のカリキュラム数は42コースに上り、ＳＥＩユニバーシティ

の教育プログラムとして全社に公開しています。 

　実験計画法などのＱＣ手法や独自のノウハウを加えたＳＱＣ

（統計的品質管理）についてはe-Learning教材としても

提供し、2005年度から関係会社へも展開しています。さらに

2006年度からは各部門の要請に応じて当該部門へ出向き、

「なぜなぜ分析」やＱＣ手法等の指導を行う出前教育も実施

しています。 

　また、品質管理のツールやＱＣ手法以外に品質リスク対応と

して、2007年11月には、ＰＬ（製造物責任）に関する専門研修

（1日コース）を改正消費生活用製品安全法の解説も含め、

法務部と連携して開催しました。 

教育の充実 

2007年度の受賞一覧 
　営業や技術部員がお客様との密接なコミュニケーションを図り、様々な観点から当社グループの品質体質を評価いただき、

それを次年度の活動に反映させております。その結果、多方面のお客様から当社グループの活動成果を評価いただいております。 

自動車部品 
（ハーネス、焼結部品） 

光リンク、光デバイス 

巻　線 

分岐付きケーブル 

外被把持コネクタ・他 

トヨタ自動車（株） 

日産自動車（株） 

マツダ（株） 

スズキ（株） 

トヨタ車体（株） 

Huawei

Source Photonics

（株）デンソー 

（株）ミツバ 

社団法人日本電気協会 

西日本電信電話（株）［NTT西日本］ 

品質管理優秀賞（2年連続）、品質賞は6年連続 

Regional Quality Award

取引成績優秀賞、納入「品質」優秀連続達成賞 

ベストパートナー賞 

品質優良賞 

最優秀サプライヤー賞 

Excellent Supplier Award

NECブロードバンドネットワーク事業本部 ベストサプライヤー賞（3年連続） 

品質賞 

総合優秀賞 

第52回渋沢賞 

NTT西日本社長表彰 

受賞製品 2007年度受賞実績 納 入 先  

トヨタ自動車（株）の 
仕入先総会で 
表彰を受ける松本社長 

　品質管理活動を継続する中で、一般クレーム件数は年々、

減少してきており、次図に示すように10年間で1／4以下に

減少しています。しかしながら、重大クレームはまだ撲滅できて

おらず、散発的に発生しています。市場の要求品質がますます

厳しくなっているだけに、2008年度からスタートしたＱＲ-１運動・

フェーズⅢでは、まずは重大クレームゼロを目標に、さらなる

改善・改革を実行してまいります。 

品質状況 

0

20

（年度） 

QR-1運動 QUICK運動 

40

60

80

100

■ 一般クレーム件数月平均推移（1997年度実績を100とした指数） 

100

1997

95

1998

97

1999

82

2000

62

2001

61

2002 2003

79

2004

42

2005

27

2006 2007

23

2003年度より関係会社含む 

QR-1運動・フェーズⅡ 

96

（注）2007年度の集計範囲は住友電工及び 
　　国内製造関係会社（住友電装とその国内製造子会社含む）32社です。 



41

働く人の安全を優先し 
「労働災害ゼロ」への努力を続けています。 

安全・衛生 

「安全は全てに優先する」風土づくりを推進し、労働災害ゼロをめざし、職場のあらゆる危険・有害要因を排除するため、社員全員参

加のもと継続的な安全衛生活動に取り組みます。 

住友電工グループ安全衛生活動方針 

　当社では「労働災害ゼロ」を目指して、法定

教育をはじめ、社員の職分に応じて必要な

安全衛生知識を養う研修をＳＥＩユニバーシ

ティの研修カリキュラムに盛り込み、体系的・

計画的に実施しています。 

　また、安全教育とモノづくり教育は密接

な関係があるため、2008年10月に設立さ

れるモノづくりに関する教育センター「テク

ニカルトレーニングセンター」の中に危険

体験設備を設け、体感に訴える安全教育の

導入も推進していくこととしております。 

安全教育の実施 

①無災害職場の実現と快適職場 
　［目標］　●重大災害・休業災害：ゼロ 
　　　　　●不休災害：前年比1／2以下 

②コンプライアンスの維持・向上 

③心と体の健康づくり 

重点取り組み内容 

①事業本部毎に課題と対策（重点実施項目）を決めて実行 
②安全教育の強化 
　●受入教育の強化（含OJT） 
　●監督者・指導者層の教育強化 

具体的な活動内容 

安全監査の実施 

自主健康管理の推進 

住友電工グループ安全衛生目標 

無災害職場の実現と快適職場を目指す コンプライアンスの維持・向上 心と体の健康づくり 1 2 3

基　幹　職 

新任主幹研修（講義2H） 主幹 

安全管理者選任時研修（9H）・新任主席研修（事務系1.5日コース・技術系2.5日コース） 主席 

主査研修　主査2年目（1日） 主査 

新任基幹職補（事務系1.5日コース・技術系2.5日コース） 基補 

総　合　職 

実習生 
（0.5日） 

キャリア入社者 
（１～2H） 

入社2年目（1日コース） 

技　術　職 

統括職 

監督職 
班長（能力向上教育1日） ※職長教育（2日） 

新任監督職・新任班長 

事業所毎安全研修講師養成（1日） 

監督職（能力向上教育1日） 

事業所毎監督職・指導職安全研修 

入社6年目（1日） 

入社3年目（1日） 

実践技術基礎研修（1日） 

技術研修生（ 第1クール：1日　第2クール：1日 ） 
第2クール応急措置・防災（1.5日はSBC） 

新任統括職（3日） 

指導職 

技術職 

業
務
遂
行
者
と
し
て 

職
場
管
理
者
と
し
て 

部
門
・
事
業
の
管
理
者
と
し
て 

実線 ： 安全環境部門単独実施　点線 ： 人材開発部研修の中で実施 

安全研修体系（基幹職・総合職・技術職） 

テクニカルトレーニングセンター（完成予想図） 
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　各事業本部では、住友電工グループ安全衛生活動方針を受け、

事業本部毎の方針を定めて安全衛生活動に取り組んでいます。

　産業素材事業本部では、2007年度は「国内外全拠点が

完全無災害を目指す」との本部長コミットメントのもと、 

（1）現場が原点（全員の意識と感性の高揚、怪我をさせない・
　　必ず安全を確保できる） 

（2）「危険の目を」先手で摘み取る 

との考えから、 ①S10000運動（危険要因を年10,000件

摘出し改善）を全員参加で推進、 ②全員教育の推進、 ③安全担

当専任化による安全体制の強化を重点実施項目とし、活動に取

り組んできました。残念ながら完全無災害は達成できませんで

したが、前年度比で休業・不休の労災発生件数を約1／3に減ら

すことができました。（2006年度22件→2007年度8件） 

　2008年度は「安全は全員で実現するもの。目標は完全無災

害」のコミットメントから、 

（1）全員参加による危険箇所・設備・作業の摘出と100％対策の実施 

（2）設備の危険源の抽出と安全化の推進 

（3）意識と感性の高揚 

を活動の基本として、S10000運動の継続、不安全行動の撲滅

のための観察、安全に係わる事柄の指摘強化などの重点実施

項目を各部門で設定し、労働災害の撲滅に努めてまいります。 

生産部門の取り組み（産業素材事業本部） 
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　2007年度は前年度に比べ、休業・不休災害の合計が3割

減少し、度数率も継続して改善しました。今年も全社安全活

動を継続し、国内・海外関係会社を含め、問題点の把握、対策

を推進いたします。 

全社安全活動の実績 

　2007年度は継続して労働災害発生件数の減少や度数率の低減が

はかられました。これは、2005年度から開始した事業本部主導に

よる安全衛生活動が確立・定着したことと、また安全衛生教育体系の

見直しによる教育が浸透しつつあることの成果と考えます。 

　しかしながら、期初に定める労働災害発生件数目標値は未だ達成

できず、依然として「挟まれ・巻き込まれ」災害が多数を占めること

を考えると、まだまだ力を注ぐべきところがあります。2008年度は

「挟まれ・巻き込まれ」対策を進めるために設備安全対策強化活動を

当社グループで展開していきますので、同種の災害の低減を是非

実現したいと思います。また、

全労災発生件数の約2割が

生産作業に関わらないとこ

ろで発生しており、製造現場

以外の場所での安全確保、

意識の向上も進めていきた

いと思います。 

安全環境部から一言 

全社安全大会 

S10000運動 S10000運動キックオフ大会 

　・休業災害：ゼロ、　不休災害：2007年度の1／2以下 

1）労災件数減を目指して 

　①未熟練者対応の定着化 

　　・教育、確認、再訓練の徹底 

　②社内安全管理特別指定事業場活動 

　　・傷害事故多発会社の改善支援活動を推進 

　③設備安全対策の強化 

　　・人＋設備に係わるリスクを低減 

2）感性向上を目指して 

　①全員参加運動の活性化 

　　・本部長、分社トップのコミットメント 

　　・事業本部安全衛生活動の完遂 

　　・現場に根付いたリスクアセスメント活動 

　②相互声掛け運動、巡回の強化 

 

 

2008年度の目標 

2008年度の重点実施項目 

2008年度全社安全活動計画 
 

■ 労働災害発生率（休業度数率）の推移 

（度数率） 

0

0.5

1

1.5

2

2.5

1999 （年度） 2000 2001 2002

1.8 1.82 1.79 1.77

2003

1.78

2004

1.85

2005

1.95

2006

1.9

1.02 1.02 0.97 0.98 0.98 0.99 1.01 1.02

0.1
0.27

0.12 0.14 0.1

0.54
0.29 0.24

全産業 製造業 住友電工（2003年度までは住友電工単体） 

2007

0.14

（注）2007年度の集計範囲は住友電工及び国内関係会社50社です。 

2004年度より関係会社含む 



活き活き働ける環境づくりに取り組み 
人を大切にする職場であり続けます。 

社員・人権 
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　住友電工は、「すべての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等である」と規定する世界人権宣言

の趣旨に則り、人権を尊重した企業経営を行っています。グローバルに事業を展開する企業の必須条件として、人種や国籍等に関わら

ない多様な人材の雇用拡大に努めており、2002年に制定した「SEI社員コンプライアンス・マニュアル」では、人権の尊重と差別の禁止

を定め、同和問題、セクシュアルハラスメント問題をはじめとする様々な人権問題の解決に向けて、「大阪同和・人権問題企業連絡会」

等の人権問題に取り組む団体に加入し、企業の立場から関係行政・諸団体と連携して人権確立社会の実現に向けて取り組んでいます。 

基本的な考え方 

　住友電工は、継続的に人権啓発・教育に取り組み徹底を図っ

ています。具体的には、同和・人権研修推進委員会のもと、人事

部門が研修を企画し、毎年計画的に役員から新入社員まで

各階層別研修や各職場の人権研修推進委員が中心となる職場

内研修、テーマ別の横断的研修、社内人権標語コンクールなど

を実施しています。2007年については、延べ1万6千余人、

全社員平均で1人約1.4回人権研修を受講しています。また、

社内外にコンプライアンス委員会相談・申告窓口やセクシャル

ハラスメント相談窓口を設け、人権侵害に関わる事態が発生

した場合にも、その情報を迅速に把握し、適切な対応がとれる

体制を整えています。 

人権啓発・教育への取り組みと制度 

　経済、社会などの企業を取り巻く環境が激しく変化している

中にあって、労使に期待される役割も大きく変化してきています。

住友電工では、企業の発展は組合員の生活向上とともにあると

いう考え方を基本に、労使がお互いの立場を尊重しながら、徹底

的に話し合うことで、様々な課題の解決に取り組んでいます。

年4回開催する「中央経営協議会」は248回（2008年5月時点）

の歴史を誇り、労使の代表者が集まり事業環境や経営状況など

について意見を交換しています。また、「時間短縮専門委員会」

「福利厚生専門委員会」「賃金制度専門委員会」「労働協約委

員会」などの各種専門委員会を設置し、働き方の多様化が

進展する中で、各種制度の改善やモニタリング機能の強化を

図っています。 

労使関係 

　めまぐるしく変化する事業環境の中で、事業を継続的に発展

させていくには、一人ひとりがビジョンを明確に認識し、活き

活きと働ける職場環境作りが重要となっています。当社では、

一昨年より職場や社員の活き活き度に関する調査を開始し、

毎年度、結果を社内報でその内容を全社員に伝えるとともに、

その年々で重点項目を設定し、その調査結果を分析すること

を通じ、人事諸制度の見直し並びに見直し結果の影響度を分析

しています。 

　2007年度については現場力向上と事務所部門の活力向上

に資する施策の展開を意識した調査を実施し、人事評価制度の

見直しや、労働時間適正化、次世代育成関連諸施策の充実、

事務所部門の改善活動活性化等の諸施策充実などに結びつけ

ることができました。2008年度についても、これら諸施策の

実効度チェックや新たな施策展開に役立てていく予定です。 

「活き活き職場調査」の実施 

創業110年記念金・ 
07ＶＩＳＩＯＮ達成記念金の支給 
　2007年度は、住友電工創業110年にあたる節目の年であ

ることを受け、社員全員で創業110年を祝う気持ちを共有する

とともに、諸先輩の築いてこられた当社の歴史と伝統を改めて

心に刻み、今後のさらなる企業成長に向け、より一層意欲と情熱

を持って業務にあたってもらうことを期待して、当社社員全員に

「創業110年記念金」を支給しました。 

　また、2008年3月期決算において、2003年度から取り組んで

きた中期経営計画「07ＶＩＳＩＯＮ」を達成したことを受け、当社

及びグループ各社において、07ＶＩＳＩＯＮ達成を加味した2008

年夏季賞与を支給するなど、当社グループの社員がやりがい・

働きがいを感じることのできる取り組みを進めております。 

T O P I C S
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社員と企業のさらなるステップアップを目指し 
グローバルに通用する人材育成制度を設けています。 

人材育成 

　2005年度にスタートした「ＳＥＩユニバーシティ」は当社グル

ープの研修体系の総称です。「Glorious Excellent Company」

の実現に向けて、それまで構築してきた研修体系をさらに発展

させ、戦略的・体系的に整備を図ってきた結果、研修コンテンツ

数は約300となっています。 

　2007年度には、当社グループのグローバルな事業展開を

踏まえて、海外駐在内定者に対する1週間の集中講座を新設

するとともに、トレーニー制度・短期語学留学制度の拡大を図る

など、毎年内容の充実に

努めています。 

充実した研修制度・ＳＥＩユニバーシティ 

　ＳＥＩユニバーシティのグローバル展開として、拠点数の多い

米国、中国、タイにおいて、主に「モノづくり」の観点からの取り

組みを実施しました。各国で、工場長やモノづくりのリーダー層

を対象とした研修を実施したほか、中国では、2008年5月に

蘇州と恵州で、グループ改善活動の報告大会を開催し、30社

から約200名が参加しました。さらに2008年6月には米国

でも、2007年度に引き続き実施した工場長研究会に加えて、

中国と同様のグループ活動発表大会を開催し、7社から約35名

が参加しました。これらは、当社のモノづくりの共通コンセプト

であるＳＥＩＰＳ（ＳＥＩ Ｐroduction Ｓystem）の理解や、優良

事例のグループ内展開などを目的としており、今後も継続して

開催する予定です。 

2007年度の取り組み・グローバルな研修制度 

　私は2006年から開催されているＳＥＩユニバーシティの北米工場長

研究会にすべて出席していますが、光栄なことに、第3回となる2008

年の研究会は我が社を会場として行われました。これらの研究会を

通じ、私は当社グループの歴史、精神、文化、そしてビジョンをより深く

学ぶことができました。また、工場見学や参加者との対話を通じ、製造

現場において日々直面している共通の課題や解決方法を分かち合う

ことができたと感じています。

研究会への参加は非常に価値

あるものであり、来年の研究会を

楽しみにしています。 

受講者の声 
マーク・ヒルズバーグ 米国マサチューセッツ州 

ＪＵＤＤ ＷＩＲＥ社 工場長 

Glorious Excellent Companyの実現 

● 育成すべき人材像 

　住友の事業精神を堅持し、会社の経営方針を理解し、 
　基本に忠実で高度な技術・知識を有し、 
　グローバルに通用する人材 

SEIユニバーシティのコンセプト 

● 全員教育：個人の能力の底上げ 

①住友電工グループとしての企業理念浸透の場 

②住友電工グループとしての経営戦略・ 
　ビジョン共有の場 

③グローバルに通用するために必須の能力・技能・ 
　知識向上の場 

として、スピーディに変化していく社会への対応を目指す。 

ＳＥＩユニバーシティ基本理念 

■ 社員（基幹職・総合職）の研修受講時間 

2006年度 平均37.6時間 

2007年度 平均38.1時間 

基本的な考え方 

人材育成の基本的な考え方 

● 企業理念・経営戦略に沿った人材育成 

● 「本人の意欲」と「職場上司の指導と対話」が基本 
　それを「部門内のスペシャリティ研修」と「全社研修」により支援 

● 人事諸制度と連携のとれた研修 

人事評価 

研修 

ローテーション 

目標管理 

対話 
会社の 
目標 自己啓発 

上司の指導・対話 全社研修 

人材開発部の研修 
スタッフ部門の研修 

部門内の 
スペシャリティ研修 



多様な人材を積極的に受け入れ 
人権を尊重する職場環境づくりを進めています。 

雇用 
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　住友電工は、「住友電工グループ企業行動憲章」の中で、人権の尊重、働きやすい職場環境の構築について規定し、多様な人材

が活躍できる活力ある職場づくりをめざしています。 

　当社の新規分野やグローバル活動をはじめとする様々な事業展開を支える上でも、女性、海外留学生、外国人、経験者などの

多様な人材の採用を今後も積極的に進めるとともに人権を尊重する職場環境の構築を進めます。 

基本的な考え方 

　当社は、製造現場において重要な技能を持つ社員で、かつ他

の範となる技能者を「エキスパート」、その中でもさらに高い

技能を持つ者を「マイスター」に認定する制度を2005年4月に

創設し、2008年5月時点ではエキスパート60名と、マイスター

2名を認定しております。当社では、本制度を通じて技能を重視

する風土をさらに醸成し、認定された社員がそれぞれの技能の

維持・向上や後進への技能伝承を推進することで、「モノづくり」

力の一層の向上を図っていきます 

エキスパート・マイスター制度 

　2005年10月より60歳定年後の再雇用制度として「マス

ターズ制度」を導入しました。高度な技能や専門知識を持つ

ベテラン社員を再雇用することで、定年後も後進の育成に能力

を発揮してもらうことや、改正高年齢者雇用安定法の趣旨に

則り、一人でも多くの雇用の場を確保し、厚生年金定額部分の

支給開始年齢引き上げに伴う老後生活の不安解消を目的として

います。本制度では、社内部門が必要とする人材スペックと定年

退職予定者の業務経験や希望職務などについてマッチングを

行い、2007年度は希望者の約90％を再雇用しています。

また、仮にマッチングが成立しない場合は、アウトプレースメント

会社の再就職支援サービスを会社負担にて利用することにより、

社外での就労機会確保を支援します。 

マスターズ制度 

　私は大阪導電製品工場線材掛でワイヤーロッドの巻き取り、出荷

業務に従事しています。マスターズとして勤務を開始（2007年8月）

して以降、若手育成に注力しており、私の担当業務については殆どの

技術を教え込みました。今後、彼らが自分たちで考えて発展させて

くれるのを楽しみにしています。 

　60歳を過ぎても、入社して以来ずっと同じ職場で働くことができ、

また、生活においても、厚生年金の満額受給

年齢が引き上げられていますが、定年前と

同様に不自由なく暮らすことができ、マス

ターズ制度にはとても感謝しています。

今後も健康を維持しながら、働き続けたい

と思っています。 

 

マスターズ制度利用者の声 
高尾 義則 2007年8月15日付定年、 

導電製品事業部大阪導電製品工場線材掛 
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■ 従業員数・勤続年数・平均年齢 

各年3月末現在の人数 

2008年3月末現在での当社社員総数は11，102名となっています。 
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■ 男女社員比率・男女基幹職比率 
2008年3月末現在での当社社員総数は11，102名で、女性社員比率は10.1％となっています。 
また、当社基幹職総数は、3，243名で女性基幹職比率は1.6％となっています。 

（2008年3月末現在） 

女性 男性 

男女社員比率 

10.1 89.9

住友電工社員総数 11,102名 

男女基幹職比率 

1.6 98.4
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当社の2008年6月時点の障がい者雇用率は、2．01％で法定雇用率1.8％を達成しています。 
今後とも就業職場の環境整備を進め、障がい者雇用に取り組んでいきます。 
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個人のライフスタイルを尊重し 
働き方の多様化を受けとめていきます。 

ワーク 
＆ 
ライフ 

　当社は、メンタルヘルスの基礎知識の普及や、基幹職を中心

とした研修の実施など、全社レベルで従業員の心の健康管理に

取り組んでいます。社内にはカウンセラーを配置し、2008年

5月からは家族も含め社外カウンセラーも随時利用できる環境

を整えるなど、社員本人や家族、職場から寄せられる相談に

適切に対応できる体制を構築しています。日常のコミュニケー

ションを通じた「気づき」と早期対応、欠勤・休職中のコミュニケ

ーション、復帰復職に際する段階的な支援策について、職場、

産業医をはじめとする専門家、人事部門が連携し、本人及び

家族との連絡を密にするなど、きめ細かい対策を行っています。 

心の健康管理 

　2006年には、誕生日など社員本人が設定する記念日に、

有給休暇を計画的に取得する「アニバーサリー休暇（年2日）」を、

さらに2007年12月には、勤続5年、15年、25年、35年目に

有給休暇を連続5日間取得する「ライフサポート休暇」を導入し

ております。有給休暇を有効に活用することで仕事（ワーク）と

生活（ライフ）のバランスを図ることができるよう、社員一人

ひとりが計画的な業務の遂行に努め、職場内のコミュニケー

ションを活発化し、有給休暇を取得しやすい環境作りを継続して

支援していきます。 

休暇制度 

　当社は、かねてから社員の「仕事と生活の両立」を支援するため育児・介護関連制度の整備に取り組んでおり、出産する女性社員

の多くが育児休業を取得して、その後職場に復帰するなど、一定の効果をあげてきています。2007年4月には次世代育成支援対策

推進法に基づく第1回行動計画（2005年4月～2007年3月）を達成し、育児休業取得者数や社内制度の整備など一定の基準を

満たした事業主として認定を受けました。 

 第2回行動計画（2007年4月～2009年3月）では関連制度や法規などを纏めたパンフレット『ワーク＆ライフ

ハンドブック』を全社員に配布するなど、支援制度をさらに拡充しております。 

　さらに、2007年度から、財団法人21世紀職業財団の「女性活躍サポート・フォーラム」会員となり、社外

ネットワーク懇話会への参加など、様々な取り組みを進めております。 

基本的な考え方 

　早いもので二人の子供達も小学生となりました。正直なところ、

仕事と生活の両立は難しく、どちらも中途半端だったと反省する日も

あります。それでも、現在は女性活躍に関する社外セミナーや研修で

自社のみならず他社の女性社員と接し、多くの刺激を得ながら家族の

協力のもと奮闘しています。子供に合

わせた生活になるため、時間的制約が

多くありますが、働くことに対するモチ

ベーションは格段に上がりました。今後

は得てきた経験や情報を社内で活か

していきたいと思っています。 

女性社員の声 國井 美和 人事総務部 人材採用グループ主査 

（注）上記の人事データ指標の対象範囲は、住友電気工業労働組合員です。 

■ 平均所定外労働時間推移 
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託児所の開設 

　育児をしながら働き続ける社員をサポートするための環境整備

の一つとして、2008年3月に横浜地区、同年4月に大阪地区に

託児所を開設しました。（大阪地区は住友化学（株）との共同運営） 

　託児所は、子供の送迎と通勤の利便性を考え、当社事業所内

またはその近隣に開設する

とともに、延長保育の実施

など、社員のニーズにあっ

た運営を行っており、両託児

所合わせて21名（2008年

5月時点）のお子さまをお

預かりしています。 

次世代認定マーク 
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地域の皆さまや、広く社会に役立つ活動を積極的に行い 
社員のボランティア活動を支援します。 

社会貢献 
活動 

　企業の社会的影響力が強まる中で、企業も社会の一員として、地球環境問題や経済・社会問題等に対してもこれまで以上に積極的に

関与していくことが求められています。グローバルに事業規模を拡大していく中で、当社グループが広く社会から信頼されるためには、

社会に役立つ製品・技術、サービスの提供という事業を通じた社会への貢献はもとより、「Glorious Excellent Company」を目指す

当社グループにふさわしい社会貢献活動を自律的に推進して行くことが大切であると考えております。 

　こうしたことから、2007年4月、住友電工の創業110年を機に住友事業精神や住友電工グループ経営理念に則った「住友電工

グループ社会貢献基本理念」を制定し、この基本理念の下で、重点取り組みテーマを中心に社会貢献のあり方を検討し、具体的な

取り組みを進めております。 

　また、世界30数ヵ国に広がる当社グループの海外関係会社でも、

それぞれの国・地域の文化・慣習を尊重し、経済・社会の発展に

貢献することを目指して寄付や災害復興支援など様々な活動に

取り組んでいます。 

基本的な考え方 

地域貢献活動 
　地域社会との共生を目指し、当社グループでは国内の各事業拠点に

おいて様々な地域貢献活動を行っています。 

（1）地域支援活動の推進 

・地域清掃活動、緑化推進等 

・地域防災・安全活動の支援 

伊丹製作所：防災ＦＭラジオ200台を伊丹市に寄付（2008年1月） 

・グランド、体育館等の会社施設の開放 

（2）地域とのコミュニケーションの強化 

・工場見学の受入 

・近隣地域の行催事等への参加・支援 

・地域コミュニティ誌の発行 

（3）教育・研修等への支援 

・教員の企業体験研修や学生の社会体験実習等の受入 

・公的機関の教育への講師派遣等 

・出前授業（中高生の理科授業の中で自社技術を通じて、 

科学原理を分かりやすく紹介） 

大阪製作所：梅香中学校「燃料電池実験」（12月） 

2年生の4クラス参加 

横浜製作所：金井高校「光ファイバの原理」（2008年3月）  

2年生27名、先生3名参加（工場見学とセット） 

（4）地域スポーツの振興 

大阪製作所：少年野球大会（7月）、グランドゴルフ大会（10月）  

伊丹製作所：9人制バレーボール大会（12月） 

横浜製作所：「知的障害者バスケットボール大会」支援（11月） 

地域清掃活動 

地域コミュニティ誌 

緑花祭 

麻薬撲滅活動に対する表彰（タイSEWT社） 

少年野球大会 

出前授業 
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住友電工グループ社会貢献基本理念 

　住友電工グループは、事業を通じて社会に役立つ製品・技術・サービスを提供し、広く社会に貢献することはもと

より、社会の一員として、住友事業精神並びに住友電工グループ経営理念に則り、「人材の尊重」「技術の重視」

「よりよい社会・環境づくり」をテーマに、自律的な社会貢献活動に積極的に取り組んでいきます。 

（1）人材育成、研究・学術振興、環境保全に資する取り組みをグローバルに推進します。 

（2）国内外の事業拠点において地域に密着した社会貢献活動を推進します。 

（3）社員の社会貢献活動に対して継続的な支援を行います。 

　2007年も新潟県中越沖地震をはじめ、インド・パキスタンで

の大洪水、中国の雪害など国内外で大きな自然災害が発生し

ました。当社グループでは、能登半島地震（3月）、新潟県中越

沖地震（7月）の被災地に対して、日本赤十字社などを通じて

義援金を拠出しました。今後も自然災害の被害に対してはその

復旧が極めて重要との観点から引き続き支援していきます。 

　また、大学等の研究機関に対する寄付や地域の芸術文化活

動の支援等に加えて、年間372百万円規模の基礎科学研究・

環境研究助成や国内外の文化財維持・修復事業助成等を行う

住友財団（住友グループが基金を拠出して1991年に設立）

に対する支援も継続して行っております。 

　さらに、住友グループの一員として住友グループ広報委員

会を通じての社会貢献活動にも積極的に参画しています。 

寄付による社会貢献 
　2007年4月より、各人の積立有給休暇を利用（年間10日

まで）してボランティア活動を行うことができるボランティア

休暇制度を導入しました。 

　また、9月には福利厚生制度（カフェテリアプラン）を通じて

福祉・環境等の公益団体（ユニセフ・日本赤十字社・WWF

世界自然保護基金）や震災等の義援金へ寄付を行うことが

できる制度を導入し、同時に、社員が寄付した額と同額を

会社も併せて寄付するマッチングギフト制度も導入しました。 

 

社員のボランティア活動支援制度 

国内外における人材育成と学術・研究助成を目的とする基金を、2008年末を目途に設立申請を行います。
最終的な基金規模は20億円、助成規模は運用益に基金への寄付も含め年間1億2千万円を想定しています。 

1.「住友電工グループ奨学・学術振興基金（仮称）」の設立 

障がい者の雇用を推進するための特例子会社（資本金1億円、住友電工100％出資）を伊丹製作所内に2008年
7月に設立し、10月より事業を開始する予定です。 

2． 障がい者雇用促進のための特例子会社の設立 

2008年の 
主な取り組み 

■ 2007年度カフェテリアプラン寄付メニュー集計結果 

寄付先 申請ポイント 寄付金額（円） 延べ人数 

ユニセフ 475,983 951,966 132

日本赤十字社 198,536 397,072 69

WWF（世界自然保護基金） 146,621 293,242 54

新潟県中越沖地震義援金 57,130 114,260 29

合計 878,270 1,756,540 284

全国盲学校弁論大会（2007年10月） 



見える情報があるから、理解していただける。 
理解していただける情報があるから対話ができると考えます。 

情報開示 
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　ＣＳＲ重点分野の1つ「情報開示」に関しては、「住友電工グループ企業行動憲章」の第10条で「適切な情報開示とコミュニケー

ションの促進」の重要性を謳っております。 

　「ディスクロージャーポリシー」は、重要情報の適時、適切な開示はもとより、自主的かつ公平な情報開示に努めるとともに、情報開示

に係る体制を整備する旨を規定しています。 

　また、各ステークホルダーとのコミュニケーション強化を通じて当社グループの姿を正しく理解して頂くことを目指した様々な取り

組みも進めています。 

基本的な考え方 

当社グループは、重要情報の開示(※)について、金融商品取引法その他の関係法令及び当社の有価証券が上場されている証券
取引所が定める「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則」（以下、適時開示規則）を遵守し、顧客、株主、
投資家等の方々に対して、適時、適切な情報開示に努めます。 

1．重要情報の適時、適切な開示 

※重要情報とは、金融商品取引法その他の関係法令により開示が必要とされる会社情報、及び適時開示規則に定められている適時開示を要する会社情報をいいます。 

当社グループは、重要情報に該当しない情報についても、顧客、株主、投資家等の方々に当社グループへのご理解を深めて
頂けるよう、自主的な会社情報の開示を推進します。 

2．自主的な情報開示 

当社グループは、関係法令及び適時開示規則等を遵守するとともに、報道機関へのプレスリリース、当社ウェブサイト、刊行物等を
通して、公平な情報開示に努めます。 

3．公平な情報開示 

4．社内体制の整備 
当社グループでは、本ポリシーに則り会社情報の開示を実施していくために、社内体制の整備・充実に努めます。 

住友電工グループ ディスクロージャーポリシー 

　企業の透明性や説明責任が求められる中、2006年4月に

全社横断的な組織として、広報担当役員を委員長に、事業部門、

研究開発部門、営業部門、コーポレートスタッフ部門より選任

した委員で構成される広報委員会を設置しました。 

　広報委員会は定期的に開催され（2007年度は4回開催）、

各部門の会社情報について、公表の必要性、公表時期、公表

内容等を審議し、適時開示原則の遵守並びにタイムリーかつ

正確な情報開示を積極的に推進する体制を敷いています。 

　また、情報開示に関する教育・周知等を進める等、当社グル

ープとしての情報開示体制の強化にも

努めています。 

広報委員会の設置 

　「Glorious Excellent Company」の実現へと邁進する

当社グループの原動力を表現したタグラインIngenious 

Dynamicsの浸透に取り組んでいます。2007年度は、各種

展示会・各種カタログでの活用に加え、新たな新聞・雑誌媒体へ

の広告出稿や、首都圏での企業イメージ向上のために、2008

年1月から首都圏FM放送でのCM提供を実施しています。また、

2007年7月には大阪製作所、2008年2月には伊丹製作所に

設置しているショールームを一新しました。 

　引き続き当社グループに相応しい広告宣伝活動を通して、企業

イメージの向上、企業ブランドの維持・向上に努めてまいります。 

企業ブランドの向上 

2006 2007

■ ニュースリリース件数 
　（住友電工） 

66件 

82件 

（年度） 
伊丹製作所ショールーム 
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社会とのコミュニケーション 

　当社グループの姿を社会に正しくご理解頂くための取り

組みとして、インターネットを利用した情報発信に注力して

います。2007年7月に社長ブログを当社Ｗｅｂサイトに

開設し、2008年7月にはキッズ向けコンテンツとして「エコ

でつながるお話」を公開しました。 

　会社案内や、アニュアルレポートなどの定期刊行物につ

いても、内容やデザインの拡充に努めています。特に環境・

社会に関する情報発信については、1998年から毎年

発行してきた環境報告書の内容を大幅に拡充した「SEI 

CSR報告書」を2005年より発行しています。 

　また、当社の製造拠点である3製作所（大阪・伊丹・横浜）

では、周辺住民の方々を対象にした地域コミュニティ紙を

発行し、地域社会とのコミュニケーション強化に向けた

情報発信の拡充にも取り組んでおります。 

社内コミュニケーションの強化 

　社内コミュニケーションの強化に関しても、メールマガ

ジン、イントラネットなどを通じて全社員が情報を共有

するとともに、各部門においても自由闊達に議論・対話

する機会を積極的に設け、全員参加で密接なコミュニ

ケーションの実現に向けて取り組んでいます。こうした

全社運動の一環として、役員3～4名、社員10数名が

出席し、出席者の意見や疑問等について率直に議論する

「タウンミーティング」を2003年より開催しており、

2007年度は4回開催し、95名が参加しました。また、

基幹職社員向けにメールマガジンを4回発行しております。

さらに、2008年１月には社報「SEI TODAY」を大幅に

リニューアルし、英語版・中国語版も発行する予定です。 

担当者より一言 

広報部大阪広報グループ 

坊 有香子 

　「住友電工Webサイト」の担当として、ステークホルダーの

皆さまに当社事業へのご理解をさらに深め親近感を持って

いただけるよう、コンテンツの充実に取り組んでいます。 

　社員自らが自身の業務を語るという形式で当社の研究開発

活動を紹介する「Researcher Clip」など、「人」にスポット

あてたコンテンツや、2008年7月から小中学生の方にも理解

頂ける「エコでつながる

お話」という環境関連コン

テンツをスタートしました

ので、是非一度ご覧下さい。 

「社長  松本正義Blog」を開設 
　2007年7月に当社社長のブログを開設、公開しました。

主眼は、グループ従業員やその家族の当社グループの

経営方針やビジョンに対する理解と共有を深めることに

ありますが、同時に社外のステークホルダーの皆さまにも

当社グループの姿をさらにご理解いただき、親近感を

持っていただけるよう、硬軟織り交ぜた幅広い話題につい

て社長が自らの言葉で語っています。 

　開設以来、ほぼ週１回のペースで更新しており、2008

年3月末時点で68件の記事が掲載されています。ブログ

の特長である「コメント」

及び「トラックバック」

機能もあり、海外からも

思いもよらぬ反応があ

るなど、双方向コミュニ

ケーションに一役買っ

ていると考えています。 

T O P I C S

社長  松本正義Blog

お客様とのコミュニケーション 

　当社グループの事業は多くの市場・分野に渡っており、

広くお客様に当社の事業や製品をご理解頂くために、

毎月ニュースレター「ＳＥＩ ＷＯＲＬＤ」を発行（約8千部）

している他、コミュニケーション強化の点で様々な工夫を

こらしています。例えば光ネットワーク配線システム製品

（統一ブランド「Optigate」）のカタログでは、当社製品

の導入事例や活動事例を納入先に取材し、ケーススタ

ディとして広く紹介する「ソリューション・カタログ」を年2

回発行し、とても理解しやすいという評価を頂いています。

また、Optigate専用のWebサイトも開設し、お客様から

のカタログ請求や技術講習会等の申し込みがネット上で

できるようにしております。 

株主、投資家とのコミュニケーション 

　当社は、「正確な情報を、適時かつ公平に市場参加者に

伝え、資本市場において当社の企業価値に関する適正な

評価を得ること」をIR活動の重要な目標だと考えています。

　国内においては決算説明会や取材対応の機会を通じて、

欧米など海外の機関投資家・アナリストに対しては、社長に

よるミーティングを行うことでコミュニケーションの充実

を図っています。なお、2007年度は海外で57社84名、

国内で541社、707名、合計598社、791名の方々に

対して、プレゼンテーションを実施いたしました。 

　また、一般の株主・投資家の皆さまに対しても、当社

Ｗｅｂサイト上に財務情報やプレスリリースなどを掲載し、

昨年度より決算説明会の動画配信を開始いたしました。 
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ＩＳＯ14001認証取得状況 
認証取得会社一覧 

：2007年版発行以降の認証取得会社 

Data 
Collection

2004年  3月 大阪府 星工業株式会社 

2004年  9月 富山県 株式会社アライドマテリアル 

2004年  9月 栃木県 大黒電線株式会社 黒羽工場 

富山製作所 

2004年  2月 大阪府 
サンレ－冷熱株式会社 

本社工場 

2006年  8月 東京支店 東京都 

1999年12月 富山県 富山住友電工株式会社 

2000年  2月 埼玉県 トヨクニ電線株式会社 

2000年  9月 兵庫県 
株式会社アライドダイヤモンド 

2000年11月 岡山県 住友電工焼結合金株式会社 

2000年  3月 愛知県 日本通信電材株式会社 

2000年  3月 
神奈川県 

住電ハイプレシジョン株式会社 
本社・湘南工場 

埼玉事業所 

諏訪工場 長野県 

東京都 
住電オプコム株式会社 

本社 

横浜事業所 神奈川県 

2000年  7月 山形県 
株式会社アライドテック 

2004年  9月 

酒田事業所 

富山事業所 富山県 

2002年  8月 広島県 住友電工産業電線株式会社 

2002年  8月 三重県 住電エレクトロニクス株式会社 

2000年12月 滋賀県 
住友電工ウインテック株式会社 

2004年  1月 

信楽事業所 

播磨事業所 

2007年  8月 静岡県 静岡事業所 

田口事業所 新潟県 

2003年  9月 兵庫県 アワジダイヤモンド工業株式会社 

2003年10月 栃木県 清原住電株式会社 

2002年12月 大阪府 住友電工システムソリューション株式会社 
南港事業所 

此花事業所 

2003年  9月 滋賀県 住友電工プリントサ－キット株式会社 
水口事業所 

石部事業所 

広島工場 

1998年  2月 大阪府 住友電工ファインポリマ－株式会社 

1998年11月 栃木県 
住友電工電子ワイヤー株式会社 

1998年11月 栃木県 

2003年12月 

関東地区 

八戸地区 青森県 

住友電工フラットコンポーネント株式会社 

取得対象範囲 登録年月 所在地 

2000年  7月 

2008年  6月 三重県 東海精密株式会社 

2004年12月 兵庫県 住電半導体材料株式会社 

2006年  6月 佐賀県 九州住電精密株式会社 

2006年  4月 群馬県 住電ファインコンダクタ株式会社 

2006年  7月 北海道 北海道住電精密株式会社 

2007年  1月 東京都 株式会社ブロードネットマックス 

2007年  5月 兵庫県 株式会社アクシスマテリア 

2006年12月 
兵庫県 

住電朝日精工株式会社 
本社・伊丹工場 

東京事務所 東京都 

本社 

2007年12月 大阪府 住電資材加工株式会社 

2008年  6月 兵庫県 
ＡＳブレ－キシステムズ株式会社 
(旧住友電工ブレ－キシステムズ株式会社)

2007年11月 
栃木県 ＡＳブレ－キシステムズ株式会社 

(旧住友電工ブレ－キシステムズ株式会社)
鹿沼製作所 

三重製作所 三重県 

本社及び大阪事業所 

伊丹製作所 

本社工場 

前橋工場 1999年  2月 神奈川県 住友電気工業株式会社・横浜地区（注1） 

2000年  3月 大阪府 住友電気工業株式会社・大阪地区（注2） 

2000年  9月 兵庫県 住友電気工業株式会社・伊丹地区（注3） 

取得対象範囲 登録年月 所在地 

■住友電気工業株式会社の3製作所＆国内関係会社：39社 

（注1）横浜地区に含む登録会社 
　　　・ユーディナデバイス株式会社 本社 

（注2）大阪地区に含む登録会社（五十音順） 
　　　・ＳＥＩハイブリッド株式会社　・株式会社ジェイ・パワーシステムズ 大阪事業所 

(注3)伊丹地区に含む登録会社　（五十音順） 
　　　・株式会社アクシスマテリア　・株式会社アライドテック 伊丹事業所　 
　　　・ASブレ－キシステムズ株式会社 伊丹製作所　・住電半導体材料株式会社 伊丹工場 
　　　・住友電工焼結合金株式会社 伊丹工場　・住友電工スチールワイヤー株式会社 
　　　・住友電工ハードメタル株式会社　・住友電工ブレ－キシステムズ株式会社 伊丹製作所 

■海外関係会社：27社 

1999年  2月 台湾 華友材料科技股ｲ分有限公司 

2000年  1月 フィリピン First Sumiden Circuits,Inc.

2000年  7月 マレーシア Sumitomo Electric Interconnect Products (M) Sdn.Bhd.

2001年  3月 中国 住友電工運泰克（無錫）有限公司 

2001年10月 タイ Sumitomo Electric Sintered Components (Thailand) Co.,Ltd

2002年  1月 ハンガリー SEI  Interconnect Products (Hungary),Kft.

2002年12月 アメリカ Engineered Sintered Components Company

2003年  6月 中国 住電粉末冶金（無錫）有限公司 

2003年  7月 マレーシア Sumitomo Electric Sintered Components (Malaysia) Sdn.Bhd.

2003年10月 シンガポール Sumitomo Electric Wintec (Singapore) Pte. Ltd.　 

2003年10月 中国 Sumitomo Electric Interconnect Products (Shanghai) Ltd.

2004年  2月 マレーシア Sumitomo Electric Wintec (Malaysia) Sdn. Bhd.　 

2004年  4月 中国 Sumitomo Electric Interconnect Products (Suzhou) Ltd. 

2004年  6月 インドネシア P.T. Sumitomo Electric Wintec Indonesia 

2004年11月 タイ SIAM Electric Industries Co.,Ltd.(Thailand)　 

2005年  1月 韓国 大韓焼結金属株式会社 

2005年  3月 中国 中山住電新材料有限公司 

2005年  3月 中国 Sumitomo Electric Interconnect Products (Hong Kong),Ltd.

2006年  1月 マレーシア Sumiden Electoronic Materials (M) Sdn. Bhd.

2006年  2月 インドネシア Ｐ.Ｔ. Ｓｕｍｉｄｅｎ Ｓｅｒａｓｉ Ｗｉｒｅ Ｐｒｏｄｕｃｔｓ 

2006年12月 タイ SEI Ｂｒａｋｅ Ｓｙｓｔｅｍｓ（Ｔｈａｉｌａｎｄ），Ｌｔｄ． 

2006年  3月 アメリカ Sumitomo Electric Wintec America Inc.

2006年  4月 アメリカ Judd Wire Inc.

2006年  4月 タイ A.L.M.T.(Thailand) Co.,Ltd

2007年10月 中国 

2007年12月 中国 蘇州住電電子材料有限公司 

2008年  4月 アメリカ Sumitomo Electric Semiconductor Materals, Inc.

取得対象範囲 登録年月 所在地 

住友電工光繊光纜（深　）有限公司 
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環境会計 

＊1  経済効果には、リスク回避による経済効果および 
　　利益寄与の推定効果は算出していません。 

＊2  対象は、ばい煙発生施設。 

(対象期間：2007年度) 

環境保全コスト（百万円） 
環境保全分類 主な活動内容 経済効果＊1 

（百万円） 

公害防止 

排ガス処理施設の管理 

排水処理施設の管理 

土壌汚染防止施設の管理 

騒音防止施設の管理 

悪臭防止装置の管理 

生産効率の向上 

空調機・照明器具の省エネルギー改良 

生産設備の省エネルギー改良 

廃棄物の外部委託処理 

廃棄物の内部収集保管管理 

廃棄物のリサイクル管理 

廃棄物のリサイクル施設導入 

使用済み切削工具のリサイクル 

一般廃棄物処理施設の管理 

地球環境保全 

資源循環 

事
業
エ
リ
ア
内
コ
ス
ト 

使用済み電線・ 
ケーブルのリサイクル 

上・下流域 

社会貢献活動 社会活動 

土壌・地下水汚染の浄化対策 環境損傷対応 

合計 

管理活動 

社員の環境教育 

環境マネジメントシステム 

環境負荷の監視・測定 

環境保全対策組織の運用 

緑化整備 

－ 

134

3,332

4,280

761

化学物質排出量（大気） 

化学物質排出量（排水） 

NOx排出量＊2

SOx排出量＊2

275

2

604

159

144

2

669

154

t

t

t

t

電気使用量 

ＣＯ2排出量 

863,845

417

875,243

421千t

千kWh

産業廃棄物排出量 

一般廃棄物排出量 

27,684

4,260

26,681

3,744t

再資源化量 30,697 29,108t

t

製品梱包材使用量 9,556 9,370t

回収銅量 36,760 38,670t

313

366

90

10

792

2

1

0

1,527

276

1,398

1,075

7,920

21

8

1,231

－ 

－ 

－ 

環境パフォーマンス指標 

環境負荷量 投資額 費用額 単位 2006年度 2007年度 

新製品の開発 研究開発 5210 2,385

汚染物質の排出量削減 

エネルギー使用量の削減 

廃棄物の減量・再資源化 

製品梱包材使用量削減 

電線・ケーブルのリサイクル 

環境経営（全社指標） 

（注1）売上金額は2004年度に対する銅原料変動分を補正しています。 
（注2）2007年度の対象範囲は、当社と国内海外関係会社91社です。 

項目 
年度 2004 2005 2006

売上金額（億円）（注1） 17,177 18,135 19,204

温室効果ガス排出量（千ｔ－CO2） 978 907 912

環境効率（億円／千ｔ－CO2） 17.5 20.0 21.1

2007

19,479

914

21.3

■ 環境効率＝売上金額／温室効果ガス排出量 
環境効率（億円／千ｔ－CO2） 

15.0

18.0

19.0

17.0

16.0

20.0

21.0

22.0

（年度） 2004 2005 2006

環境効率（実績） 

2007

17.5

20.0

21.1 21.3

■ 環境効率の推移 

17.5 17.8 18.2

21.3

環境効率（目標） 

使用済み製品のリサイクル 水使用量の推移 

2007年度 

電線・ケーブルの 
リサイクル重量 

23,825t

17,706t 
（74％） 

4,955t 
（21％） 

1,164t 
（5％） 

回収銅 被覆材 金属類 

（注）住電資材加工株式会社 およびウスイ金属株式会社の取り扱い分 
0

1,000

3,000

5,000

2,000

4,000

6,000

7,000

8,000

水使用量（千ｍ3／年） 

9,000

2004 2005 2006 （年度） 2007

環境会計ガイドラインを参考に、住友電工と国内関係会社36社の環境会計データを取りまとめました。 

6,422 6,597

8,104 8,101
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データ集 

600 600 （注1）　－ ガスエンジン 

50

140

140

60

0.04

0.10

0.10

0.05

45

138

134

57

0.04

0.10

0.10

0.025

4.4

41

78

56

0.039

0.011

0.021

0.025

大阪製作所　所在地　大阪府大阪市此花区島屋1丁目1番3号 

■大気関係（濃度） 

物質（単位） 設備名 規制値 自主基準値 実績（最大値） 

ＮＯｘ 
（ppm） 

ばいじん 
（ｇ/m3Ｎ） 

ガスエンジン 
金属溶解炉（Ｋ炉） 
金属溶解炉（Ｓ炉） 
小型ボイラー 
ガスエンジン 
金属溶解炉（Ｋ炉） 
金属溶解炉（Ｓ炉） 
小型ボイラー 

（注）単位：kg

（注1）設備休止 

5～9

600

600

5

3

2

10

8

5.5～8.5

300

300

2.5

1.5

1

5

4

7.4～8.1

23

36

4 2 1.5

N.D.

0.34

0.38

0.62

2 1 N.D.

0.49

■水質関係 

物質 規制値 自主基準値 実績（最大値） 

6.7 6.7 0.69

■大気関係（総量） 

物質（単位） 設備名 規制値 自主基準値 実績 

ＮＯｘ 
（m3N/h） 

ガスエンジン 
金属溶解炉（Ｋ炉） 
金属溶解炉（Ｓ炉） 
小型ボイラー 

（注）単位：ｍｇ/l（但しｐＨは無し）　*：ｐＨは範囲を示す　Ｎ.Ｄ.：定量下限値未満　排出先：下水道 

65

70

65

65

70

65

60

65

62

60 60 57

■騒音関係 

区域（単位） 区分 規制値 自主基準値 実績（最大値） 

朝（午前6時～午前8時） 

第4種（dB） 
昼（午前8時～午後6時） 
夕（午後6時～午後9時） 
夜（午後9時～午前6時） 

70

65

70

65

49

45

区域（単位） 区分 規制値 自主基準値 実績（最大値） 

昼間（午前6時～午後9時） 
第2種（Ⅱ）（dB） 

夜間（午後9時～午前6時） 

■振動関係 

0.05

0.20

0.04

0.05

0.20

0.04

0.009

0.017

（注1）　－ 

■大気関係（濃度） 

物質（単位） 設備名 規制値 自主基準値 実績（最大値） 

ガスボイラー 
金属加熱炉 
ガスエンジン 

■水質関係 

■大気関係（総量） 

物質（単位） 設備名 規制値 自主基準値 実績 

54.5 54.5 9.5
ＮＯｘ 
（t/年） 

ガスボイラー 
金属加熱炉 
ガスエンジン 

■振動関係 

（注）単位：ｍｇ/l（但しｐＨは無し）　*：ｐＨは範囲を示す　Ｎ.Ｄ.：定量下限値未満　排出先：下水道 

50

60

50

50

60

50

49

55

50

45 45 44

■騒音関係 

区域（単位） 区分 規制値 自主基準値 実績（最大値） 

朝（午前6時～午前8時） 

第2種（dB） 
（注1） 

昼（午前8時～午後6時） 
夕（午後6時～午後10時） 
夜（午後10時～午前6時） 

（注1）区域は他に第3種と特別がありますが、規制値が最も厳しい第2種を掲載。 

60

55

60

55

31

（注2）　－ 

区域（単位） 区分 規制値 自主基準値 実績（最大値） 

昼間（午前8時～午後7時） 第1種（dB） 
（注1） 夜間（午後7時～午前8時） 

（注1）区域は他に第2種と特別がありますが、規制値が最も厳しい第1種を掲載。 

（注2）昼間の実績値が夜間の規制値を下回っていますので、測定していません。 

ｐＨ*
ＢＯＤ 
ＳＳ 

油（鉱物油） 
フェノール類 

銅 
亜鉛 

クロム 
フッ素 

鉄（溶解性） 

主な拠点の環境負荷データ 

（注）単位：kg

■ＰＲＴＲ関係 

物質 

1,195

417

308

222

2,142

1,195

417

308

222

2,142

69

168

639

1,559

2,435

1,264

585

946

1,782

4,578

0 69

0 168

0 639

0 1,559

0

0

0

0

0

0 2,435

大気 排出量計 埋立 土壌 水域 
排出量 移動量 合計 

移動量計 下水 廃棄 

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

トルエン 
キシレン 
スチレン 

その他36物質計 
合計 

伊丹製作所　所在地　兵庫県伊丹市昆陽北1丁目1番1号 

物質 

キシレン 2,324 0

フェノール 345 0

エチルベンゼン 297 0

その他30物質計 219 0

合計 3,185

2,324

345

297

219

3,185

2,380

363

297

30,319

33,3580

0 56

0 18

0 0

0 30,100

0 30,173

56

18

0

30,100

30,173

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

大気 排出量計 埋立 土壌 水域 
排出量 移動量 合計 

移動量計 下水 廃棄 

■ＰＲＴＲ関係 

5.7～8.7

300

300

3

2

10

10

8

6.5～8.7

240

150

1.5

1

5

5

4

6.9～7.7

10

11

4 3

2 1

物質 規制値 自主基準値 実績（最大値） 

ｐＨ*
ＢＯＤ 
ＳＳ 

油（鉱物油） 
銅 
亜鉛 

鉄（溶解性） 

クロム 
フッ素 

マンガン（溶解性） 

2 1 0.85

N.D.

0.06

0.78

0.25

0.29

N.D.

0.74

ホウ素 

150

170

180

150

170

180

38

69

130

ガスボイラー 
金属加熱炉 
金属加熱炉 

ばいじん 
（ｇ/m3Ｎ） 

ＮＯｘ 
（ppm） 
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46

50

45

40

45

40

35

41

37

■大気関係（濃度） 

物質（単位） 設備名 規制値 自主基準値 実績（最大値） 

ＮＯｘ 
（ppm） 

小型ボイラー 
小型ボイラー 
小型ボイラー 

65

70

65

63

68

63

53.4

58.9

58.3

55 53 52.7

■騒音関係 

■振動関係 

区域（単位） 区分 規制値 自主基準値 実績（最大値） 

朝（午前6時～午前8時） 

第4種（dB） 
昼（午前8時～午後6時） 
夕（午後6時～午後11時） 
夜（午後11時～午前6時） 

振動規制の指定地域ではありません。 

■大気関係（濃度） 

物質（単位） 設備名 規制値 自主基準値 実績（最大値） 

■大気関係（総量） 

物質（単位） 設備名 規制値 自主基準値 実績 

SＯｘ（K値） 

70

75

70

70

75

70

60 60

61.3

60.8

59.5

59.3

■騒音関係 

区分 規制値 自主基準値 実績（最大値） 

朝（午前6時～午前8時） 
昼（午前8時～午後6時） 
夕（午後6時～午後10時） 
夜（午後10時～午前6時） 

（注）Ｎ.Ｄ.：定量下限値未満 

180

230

0.30

0.30

130

100

0.15

0.05

100

＜68

0.005

N.D.

ＮＯｘ 
（ppm） 

ばいじん 
（ｇ/m3Ｎ） 

ボイラー（温水） 
乾燥炉 
ボイラー（温水） 

8 5 2.8ボイラー（温水） 

乾燥炉 

■振動関係 
振動規制の指定地域ではありません。 

横浜製作所　所在地　神奈川県横浜市栄区田谷町1番地 

住友電工電子ワイヤー株式会社 
住友電工フラットコンポーネント株式会社 
ASブレーキシステムズ株式会社（旧住友電工ブレーキシステムズ株式会社） 鹿沼製作所　所在地　栃木県鹿沼市さつき町3番3号 

区域（単位） 

第4種（dB） 

（注）単位：kg

物質 

キシレン 69,730 0

エチルベンゼン 14,346 0

酢酸2－エトキシエチル 2,661 0

その他17物質計 3,256 0

合計 89,994

69,730

14,346

2,661

3,256

89,994

77,314

15,933

2,957

15,128

111,3320

0 7,583

0 1,587

0 296

0 11,872

0 21,338

7,583

1,587

296

11,872

21,338

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

大気 排出量計 埋立 土壌 水域 
排出量 移動量 合計 

移動量計 下水 廃棄 

■ＰＲＴＲ関係 

■ＰＲＴＲ関係 

（注）単位：kg

物質 

348 0キシレン 
251 0

エチルベンゼン 193 0

その他27物質計 150 4

合計 942

348

251

193

155

947

12

0

0

627

640

361

251

193

782

1,5874

0 12

0 0

0 0

304 323

304 336

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

大気 排出量計 埋立 土壌 水域 
排出量 移動量 合計 

移動量計 下水 廃棄 

トルエン 

（注）単位：ｍｇ/ｌ（但しｐＨは無し）　＊：ｐＨは範囲を示す　Ｎ.Ｄ.：定量下限値未満　排出先：下水道  

（注1）生活系排水で自主基準値を超えたｐＨが測定されました。　 
　　　食器洗浄剤の使用禁止後は、ほぼ自主基準値以下でした。 

（注2）BOD、ＳＳについては基準排水量以下のため、規制基準は適用されません。　 
　　　かわりに、横浜市下水道条例を参考に、自主基準値を定め、自主的に測定しています。  
 

■水質関係 

物質 規制値 自主基準値 実績（最大値） 

（注1）　5.9～9.0

210

230

2

0.71

0.69

0.33

0.05

6.1

0.71

0.1

0.17

5.2～8.8

480

480

0.8

2.4

0.8

1.6

0.8

4

7

0.8

8

5～9

（注2）　なし 

（注2）　なし 

1

3

1

2

1

5

8

1

10

ｐＨ*
ＢＯＤ 
ＳＳ 

油（鉱物油） 

亜鉛 
銅 

鉄（溶解性） 
マンガン（溶解性） 

フッ素 
ニッケル 
ホウ素 

クロム 

（注）単位：ｍｇ/l（但しｐＨは無し）　＊：ｐＨは範囲を示す　Ｎ.Ｄ.：定量下限値未満　CODは参考値　排出先：河川 

（注１）排出先の河川に、COD規制は適応されていません。 
　　　かわりに、湖沼のＣＯＤ規制を参考に自主基準値を定め、自主的に測定しています。 

■水質関係 

物質 規制値 自主基準値 実績（最大値） 

6.6～7.8

7.3

4.4

N.D.

0.42

0.36

0.05

2.80

26.0

N.D.

10.0

N.D.

0.03

6.2～8.2

12

25

1.5

1

1.5

8

4

2.5

60

12

0.5

1.5

5.8～8.6

25

50

3

2

3

16

8

5

120

25

1

3

ｐＨ*
ＢＯＤ 

COD（注1） 
ＳＳ 

油（鉱物油） 
フェノール類 

銅 
鉄（溶解性） 

マンガン（溶解性） 

窒素 
フッ素 

リン 

亜鉛 



ホウ素 2 1.6 0.19

大腸菌群数 3000 2400 （注3）　3100

55

データ集 

60

65

65

60

63

63

51

54

55

55 55 49

■騒音関係 

区域（単位） 区分 規制値 自主基準値 実績（最大値） 

朝（午前6時～午前8時） 

第3種（dB） 
昼（午前8時～午後6時） 
夕（午後6時～午後10時） 
夜（午後10時～午前6時） 

■大気関係（濃度） 

物質（単位） 設備名 規制値 自主基準値 実績（最大値） 

50

55

50

50

55

50

（注1）　56

（注1）　58

（注1、2）　56

45 45 （注1）　58

■騒音関係 

区分 規制値 自主基準値 実績（最大値） 

朝（午前6時～午前8時） 

第2種（dB） 
昼（午前8時～午後6時） 
夕（午後6時～午後9時） 
夜（午後9時～午前6時） 

（注1）周辺道路の車の騒音を含みます。 
（注2）「夕」の測定値は、同じ操業状況である「朝」の測定値を代用しています。 

260

0.3

200

0.2

60

0.011

ＮＯｘ 
（ppm） 

ばいじん 
（ｇ/m3Ｎ） 

ボイラー 

ボイラー 

■振動関係 

65

60

60

55

31

24

区域（単位） 区分 規制値 自主基準値 実績（最大値） 

昼間（午前8時～午後7時） 
第2種（dB） 

夜間（午後7時～午前8時） 

■振動関係 

60

55

60

55

35

（注1）　－ 

区域（単位） 区分 規制値 自主基準値 実績（最大値） 

昼間（午前6時～午後9時） 
第1種（dB） 

夜間（午後9時～午前6時） 
（注1）2005年度以降、振動関係の設備増設が無いため、 
　　　社内ルールにのっとり2007年度は測定を省略しました。 

住友電工ウインテック株式会社信楽事業所　所在地　滋賀県甲賀市信楽町江田1073番地 

住友電工ファインポリマー株式会社　所在地　大阪府泉南郡熊取町朝代西1丁目950番地 

区域（単位） 

■ＰＲＴＲ関係 

（注）単位：kg

クレゾール 6,176 0

キシレン 2,756 0

フェノール 2,529 0

その他5物質計 101 0

合計 11,562

22,600

11,239

9,255

1,279

44,3730

0 16,424

0 8,483

0 6,726

0 1,178

0 32,811

16,424

8,483

6,726

1,178

32,811

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

6,176

2,756

2,529

101

11,562

物質 
大気 排出量計 埋立 土壌 水域 

排出量 移動量 合計 
移動量計 下水 廃棄 

（注）単位：kg

エチレングリコール 25,763 0

キシレン 541 0

ホルムアルデヒド 435 0

その他13物質計 121 0

合計 26,860

25,763

541

435

121

26,860

34,597

724

435

3,513

39,2690

0 8,834

0 184

0 0 0

0 3,391

0 12,409

8,834

184

3,391

12,409

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

■ＰＲＴＲ関係 

物質 
大気 排出量計 埋立 土壌 水域 

排出量 移動量 合計 
移動量計 下水 廃棄 

■水質関係 

物質 規制値 自主基準値 実績（最大値） 

（注）単位：ｍｇ/l（但しｐＨは無し）　＊：ｐＨは範囲を示す　Ｎ.Ｄ.：定量下限値未満　排出先：河川 

ｐＨ*
ＢＯＤ 
COD
SS

フェノール類 
油（鉱物油） 

銅 
窒素 
リン 

6.0～8.5

30

30

1

1

60

8

70

5

6.3～8.3

25

20

0.5

0.8

40

5

40

4

7.1～7.8

16.1

18.0

9.0

N.D.

N.D.

18.8

2.2

N.D.

■水質関係 

物質 規制値 自主基準値 実績（最大値） 

（注）単位：ｍｇ/ｌ（但しｐＨは無し）　＊：ｐＨは範囲を示す　Ｎ.Ｄ.：定量下限値未満　排出先：河川　           

（注1）自主基準値を超えたＢＯＤが１回測定されました。調査の結果、排水処理設備の凝集剤投入口の詰まり 
　　　から凝集剤が十分投入できず、ＢＯＤ処理が十分できなかったと推定されました。清掃の強化等の 
　　　対策実施後は、自主基準値以下でした。           

（注2）自主基準値を超えた油（ノルマルヘキサン抽出物質量）が1回測定されました。調査の結果、食堂排水 
　　　の廃油が比較的多く排水処理設備（微生物処理）へ入り、十分処理できなかったと推定されました。　           
　　　その後、継続して測定しましたが、自主基準値以下でした。          

（注3）規制値を超えた大腸菌群数が１回測定されました。調査の結果、排水処理設備の大腸菌減菌剤容器 
　　　の設置位置が悪く、十分減菌できなかったと推定されました。大腸菌減菌剤の減菌効果を上げる為、 
　　　容器の位置を改善する等の対策実施後は、自主基準値以下でした。又、調査及び対策の内容を 
　　　大阪府へ報告し了承を得ました。         

ｐＨ*
ＢＯＤ 
COD
ＳＳ 

油（ノルマルヘキサン抽出物質量） 

フェノール類 
銅 

鉄（溶解性） 
マンガン（溶解性） 
クロム 

窒素 

フッ素 

リン 

亜鉛 

5.8～8.6

50

100

10

2

10

16

2

5

8

120

50

5

3

6.0～8.4

40

12

8

1.6

8

12

1.6

4

1.3

100

40

4

2.4

6.8～7.3

（注1）　　43

9

（注2）　　4.5

0.11

0.14

0.12

1.77

0.53

13

N.D.

29

N.D.

N.D.
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GRIガイドライン対照表 

■経済 

GRI項目番号 

1. 戦略および分析 

項　目 掲載ページ 

持続可能性についての言及と最高意思決定者の声明 1.1-1.2 3-6

2. 組織のプロフィール  
主要事業、組織、事業規模、財務状況 2.1-2.6, 2.8 9-12

参入市場の詳細 2.7 -

組織の期間中の大幅な変更はありません 2.9

期間中の受賞歴 2.10 40

3. 報告要素 
報告書の概要 3.1-3.3 1

質問の窓口 3.4 裏表紙 

報告書の内容の確定プロセス・・・掲載項目は、当社グループが重要とみなしている項目を選定して報告しています 3.5

報告書のバウンダリー 3.6-3.8 1

指標、技法、計算の基盤 3.9 -

前回の報告書内容との重複、大幅な変更はありません 3.10-3.11

報告書内の開示を示す表 3.12 56

報告書内の外部保証添付について 3.13 1

4. ガバナンス、コミットメントおよび参画 
ガバナンスの概要 4.1-4.3 17

株主、従業員との関わり 4.4 50

リスクマネジメント・・・4.9-4.13は記載していません 4.5-4.7 17

企業の基本価値軸 4.8 7-8

ステークホルダー・・・当社グループのステークホルダーは、事業活動に直接の利害関係がある方々を選定しています。 
　　　　　　　　　報告書では、記載形式を当社グループの定める「5つの重点分野」としたため、 
　　　　　　　　　ステークホルダーという枠組みでは記載していません 

4.14-4.17

5. パフォーマンス指標 

財務概要 EC1 9

公共の利益への投資 EC8 47-48

■環境 
使用原材料の重量 EN1 26

直接的エネルギー使用量 EN3 27

省エネルギー量 EN5 27

エネルギー効率の高い製品 EN6 28

水源からの総取水量 EN8 52

温室効果ガスの総排出量 EN16 27

温室効果ガス削減量 EN18 30

オゾン層破壊物質の排出量 EN19 27

NOx、SOx他の排気物質 EN20 27

水質、放出先ごとの総排水量 EN21 26

廃棄物の総重量 EN22 31

著しい影響を及ぼす漏出量 EN23 33

環境影響を緩和する率先取り組み EN26 28

再生利用される販売製品と梱包材の割合 EN27 31

物流や移動からの著しい環境影響 EN29 30

環境保護目的の総支出、投資 EN30 52

■社会 
●労働 

雇用の概要 LA1 45

深刻な疾病に関して労働者や家族などを支援するための各プログラム LA8 46

労働組合との合意に盛り込まれている安全衛生のテーマ LA9 43

従業員あたり年間平均研修時間 LA10 44

従業員の雇用適正を支え、キャリアの終了計画を支援するプログラム LA11 45

多様性の指標に従った従業員の内訳 LA13 45

●人権 

人権的側面に関する従業員研修の総時間 HR3 43

●社会 

組織の不正行為対策に関する研修を受けた従業員の割合 SO3 19

●製品 

製品の安全衛生の影響についての評価が行われているライフサイクルのステージ PR1 38

製品の安全衛生の影響に関する自主規範に対する違反の件数 PR2 37-38

顧客満足に関する実務慣行 PR5 38

マーケティング・コミュニケーションに関する自主規範の遵守のためのプログラム PR6 49
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独立第三者の審査報告書 
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独立第三者の所見 

上智大学経済学部教授　上妻 義直 

　住友電工グループのCSRに関する取り組みと情報開示に

関する所見は以下の通りです。 

1．評価できる点 

（1）CSRの考え方 

　住友電工グループのCSRは住友事業精神と経営理念を

基礎に組み立てられています。住友事業精神の社会的信用

を重んじる企業倫理観や「自利利他、公私一如」という考え方

は、よりよい社会、環境づくりに貢献するという経営理念に反映

され、地球環境への配慮、公正・適正な企業活動、社会の

一員としての自覚ある行動といった企業行動憲章に具現化

されているのです。 

　こうしたCSRのとらえ方は、事業活動やステークホルダーと

の関わり合いに自主的に社会的・環境的配慮を組み込むと

いうCSR概念と見事に調和しており、CSRマネジメントに関す

る日本的企業行動モデルとして高い評価に値します。 

　また、独占禁止法違反による排除勧告を契機に、コンプライ

アンス体制のさらなる強化が行われており、その範囲は海外

グルーブ会社にまで及んでいます。こうした作業によって、今後

CSRマネジメントの強固な推進基盤が確立されると考えられ

ますが、CSRには法令遵守を超えた自主的な取り組みという

性格がありますので、コンプライアンスは各重点分野に共通

する基礎条件として位置づけた方が適切かもしれません。 

（2）豊富な環境情報 

　環境報告書からCSR報告書への転換に伴って、一般的に

詳細な環境データは簡素化またはWeb上に追いやられる傾

向が見られるのですが、住友電工グループのCSR報告書では、

環境データが豊富に残されており、環境マネジメントに注力

する同グループの意気込みがうかがえます。 

　とりわけ、データごとの集計範囲の明記、環境効率指標の

LIME手法による多項目化、データ集の充実、ゼロエミッション

達成率の意欲的な目標設定など、細かい配慮が随所に施さ

れており、環境情報の高品質化が図られています。 

（3）社長ブログ 

　同グループのホームページ上で松本正義社長が開設して

いる「社長ブログ」は、きわめてユニークなCSRコミュニケー

ション手段になっています。社長自らがステークホルダー・エン

ゲージメントの最前線に立つというのは、大規模な企業グル

ープではあまり前例のない方法だと思われますが、読者コメント

に対しても返答されるなどの血の通った運営が印象的で、

非常に効果的なCSR実践になっています。 

2．改善が望まれる点 

（1）地域社会に関する情報 

　住友電工グループはグローバルな事業展開を行っており、

世界30数カ国に300を超える連結対象会社を抱えています。

それらのサプライチェーンも含めれば、同グループの事業活動

から何らかの影響を受ける地域社会は相当範囲に及ぶと

考えられます。 

　海外への事業展開によって、雇用創出や納税といった貢献

が行われる反面、現地国の地域社会には環境面・社会面での

配慮が必要になります。 

　海外での環境配慮については国内の場合と同様に十分な

情報開示が行われていますが、労務・人権問題などの社会情

報は開示範囲が単体に留まっていますので、グループ会社や

サプライチェーンを含めた開示範囲の拡大が可能かどうか、

今後の検討が望まれます。 

（2）マテリアルフローの集計範囲 

　マテリアルフローに集計範囲の異なるデータが混在してい

ます。データ項目別に可能な限り集計範囲を広くとった結果だ

と思われますが、マテリアルフローは製造過程に投入された

生産要素が放出物・排出物を含む産出物全体と質量的に

バランスする状態を示す概念なので、より広い集計範囲で

統一的なデータが利用できるような調整が望まれます。 



Co r p o r a t e   
S o c i a l   
R e s p o n s i b i l i t y   
R e p o r t  

2 0 0 8

人事総務部（ＣＳＲ委員会事務局） 
〒541-0041  大阪市中央区北浜4-5-33　TEL.06（6220）4070 FAX.06（6222）3380 
〒107-8468  東京都港区元赤坂1-3-12　TEL.03（3423）5221 FAX.03（3423）5009 
［URL］http://www.sei.co.jp/csr/　　［E-mail］csr@info.sei.co.jp

［発行 2008年9月］ 
このCSR報告書は、大豆インキを使用しています。 




